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第１ （略） 

第２ 指定介護予防サービス単位数表に関する事項 

１ 通則 

(１)～(３) （略） 

(４) 同一時間帯に複数種類の介護予防訪問サービスを利用した場合の取扱いについて 

利用者は同一時間帯にひとつの介護予防訪問サービスを利用することを原則とする。 

 

 

 

 

(５)～(７) （略） 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ （略） 

第２ 指定介護予防サービス単位数表に関する事項 

１ 通則 

(１)～(３) （略） 

(４) 同一時間帯に複数種類の介護予防訪問サービスを利用した場合の取扱いについて 

利用者は同一時間帯にひとつの介護予防訪問サービスを利用することを原則とする。ただし、

介護予防訪問介護と介護予防訪問看護、又は介護予防訪問介護と介護予防訪問リハビリテーシ

ョンを、同一利用者が同一時間帯に利用する場合は、利用者の心身の状況や介護の内容に応じ

て、同一時間帯に利用することが介護のために必要があると認められる場合に限り、それぞれ

のサービスについてそれぞれの所定単位数が算定される。 

(５)～(７) （略） 

２ 介護予防訪問介護費 

(１) 介護予防訪問介護の意義について 

注１の「介護予防訪問介護」については、「身体介護中心型」及び「生活援助中心型」の区

分を一本化することとする。ただし、介護予防訪問介護においては、通院等のための乗車又は

降車の介助が中心である場合の単位数（以下この号において「通院等乗降介助」という。）は

算定しないこととし、通院等乗降介助以外のサービスの範囲については、訪問介護と同じ取扱

いとする。 

(２) 介護予防訪問介護費の支給区分 

介護予防訪問介護費については、月当たりの定額払いによることとする。注１に掲げる各支

給区分（介護予防訪問介護費(Ⅰ)、(Ⅱ)又は(Ⅲ)をいう。以下同じ。）の算定に関する取扱い

は次に定めるところによる。 

・ あらかじめ、介護予防支援事業者による適切なアセスメントにより作成された介護予防サ

ービス計画において、サービス担当者会議等によって得られた専門的見地からの意見等を勘

案して、標準的に想定される１週当たりのサービス提供頻度に基づき、各区分を位置付ける

こと。 

・ その際、１回当たりのサービス提供時間については、介護予防サービス計画において設定

された生活機能向上に係る目標の達成状況に応じて必要な程度の量を介護予防訪問介護事業

者が作成する介護予防訪問介護計画に位置付けること。なお、サービス提供の時間や回数に

ついては、利用者の状態の変化、目標の達成度等を踏まえ、必要に応じて変更されるべきも

のであって、当初の介護予防訪問介護計画における設定に必ずしも拘束されるべきものでは

なく、目標が達成された場合は、新たな課題に対する目標を設定し改善に努めること。 

・ こうしたサービス提供の程度の変更に際しては、介護予防サービス計画との関係を十分に

考慮し、介護予防支援事業者と十分な連携を取ること。利用者の状態像の改善に伴って、当

初の支給区分において想定されているよりも少ないサービス提供になること、又はその逆に、

○ 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 18 年３月 17 日老計発第 0317001 号、老振発

第 0317001 号、老老発第 0317001 号厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長通知） 
傍線の部分は改正部分 
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傷病等で利用者の状態が悪化することによって、当初の支給区分において想定された以上に

多くのサービス提供になることがあり得るが、その場合であっても「月単位定額報酬」の性

格上、月の途中での支給区分の変更は不要である。なお、この場合にあっては、翌月の支給

区分については、利用者の新たな状態や新たに設定した目標に応じた区分による介護予防サ

ービス計画及び介護予防訪問介護計画が定められることとなる。 

(３) 介護職員初任者研修課程修了者であるサービス提供責任者を配置する指定介護予防訪問介

護事業所の減算について 

① 「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について」（平成 11 年９

月 17 日老企第 25 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）において、「サービス提供責任者

の任用要件として、「３年以上介護等の業務に従事した者であって、介護職員初任者研修課

程を修了したもの」（介護職員基礎研修課程又は１級課程を修了した者を除く。）を定めて

いるところであるが、この要件については暫定的なものである」とされており、サービス提

供責任者の質の向上を図る観点から、将来に向け当該暫定措置を解消することとしている。

このため、介護職員初任者研修課程修了者（介護職員基礎研修課程修了者、１級課程修了者

又は看護師等の資格を有する者を除く。）であるサービス提供責任者を配置する事業所に係

る介護予防訪問介護費を減算することとしたところであり、当該者を配置する介護予防訪問

介護事業所は、早期にこれらの者に介護福祉士の資格取得等をさせるよう努めること。 

② 本減算は、１月間（暦月）で１日以上、介護職員初任者研修課程修了者（介護職員基礎研

修課程修了者、１級課程修了者又は看護師等の資格を有する者を除く。）であるサービス提

供責任者を配置している事業所について、当該月の翌月に提供された全ての指定介護予防訪

問介護に適用となること。ただし、当該サービス提供責任者が月の途中に介護福祉士（介護

福祉士試験の合格者を含む。）又は実務者研修を修了（全カリキュラムを修了している場合、

必ずしも修了証明書の交付を求めない。）した者（以下この②において介護福祉士等という。）

となった場合については、翌月から減算は適用されないこと。また、配置時点で介護福祉士

等である者についても、本減算の適用対象者とはならないこと。 

(４) 指定介護予防訪問介護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物に居住する利

用者に対する取扱い 

訪問介護と同様であるので老企第 36 号２の(11)を参照されたい。 

(５) 注５の取扱い 

① 実利用者数は前年度（３月を除く。）の１月当たりの平均実利用者数をいうものとする。 

② 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。）

については、直近の３月における１月当たりの平均実利用者数を用いるものとする。したが

って、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、４月目以降届出が可能となる

ものであること。平均実利用者数については、毎月ごとに記録するものとし、所定の人数を

上回った場合については、直ちに第１の５の届出を提出しなければならない。 

○ 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 18 年３月 17 日老計発第 0317001 号、老振発

第 0317001 号、老老発第 0317001 号厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長通知） 
傍線の部分は改正部分 
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③ 当該加算を算定する事業所は、その旨について利用者に事前に説明を行い、同意を得てサ

ービスを行う必要があること。 

(６) 注６の取扱い 

注６の加算を算定する利用者については介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成

27 年厚生労働省令第４号）附則第２条第３号及び第４条第３号の規定によりなおその効力を有

するものとされた同令第５条の規定による改正前の指定介護予防サービス等の事業の人員、設

備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準（平成 18年厚生労働省令第 35 号。以下「旧指定介護予防サービス基準」という。）第

20 条第３項に規定する交通費の支払いを受けることはできないこととする。 

(７) 生活機能向上連携加算の取扱い 

① 「生活機能の向上を目的とした介護予防訪問介護計画」とは、利用者の日常生活において

介助等を必要とする行為について、単に訪問介護員等が介助等を行うのみならず、利用者本

人が、日々の暮らしの中で当該行為を可能な限り自立して行うことができるよう、その有す

る能力及び改善可能性に応じた具体的目標を定めた上で、訪問介護員等が提供する介護予防

訪問介護の内容を定めたものでなければならない。 

② ①の介護予防訪問介護計画の作成に当たっては、介護予防訪問リハビリテーションを行う

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この号において「理学療法士等」という。）

にサービス提供責任者が同行し、当該利用者のＡＤＬ（寝返り、起き上がり、移乗、歩行、

着衣、入浴、排せつ等）及びＩＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）に関す

る利用者の状況につき、理学療法士等とサービス提供責任者が共同して、現在の状況及びそ

の改善可能性の評価（以下「生活機能アセスメント」という。）を行うものとする。 

③ ①の介護予防訪問介護計画には、生活機能アセスメントの結果のほか、次に掲げるその他

の日々の暮らしの中で必要な機能の向上に資する内容を記載しなければならない。 

ア 利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容 

イ 生活機能アセスメントの結果に基づき、アの内容について定めた３月を目途とする達成

目標 

ウ イの目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標 

エ イ及びウの目標を達成するために訪問介護員等が行う介助等の内容 

④ ③のイ及びウの達成目標については、利用者の意向及び利用者を担当する介護支援専門員

の意見も踏まえ策定するとともに、利用者自身がその達成度合いを客観視でき、当該利用者

の意欲の向上につながるよう、例えば当該目標に係る生活行為の回数や当該生活行為を行う

ために必要となる基本的な動作（立位又は座位の保持等）の時間数といった数値を用いる等、

可能な限り具体的かつ客観的な指標を用いて設定すること。 

⑤ ①の介護予防訪問介護計画及び当該計画に基づく訪問介護員等が行う介護予防訪問介護の

具体的な内容は、例えば次のようなものが考えられること。 

○ 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 18 年３月 17 日老計発第 0317001 号、老振発

第 0317001 号、老老発第 0317001 号厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長通知） 
傍線の部分は改正部分 
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転倒の不安から閉じこもりがちになり、次第に生活機能が低下し家事の遂行が困難となっ

た利用者に対し、介護予防訪問介護において「浴室とトイレの掃除を週１回、自分で行うこ

とができること」を達成目標に設定した場合。 

（１月目）利用者が、週に１回、浴室の床掃除とトイレの床掃除を行うことを目標にする。

訪問介護員等は、利用者が安全に浴室とトイレの床掃除を行うことができるよう見守りを

主体とした対応を行いつつ、利用者が一人で困難な部分について支援を行う。次に、掃除

終了後に、床掃除に必要なしゃがみこむ動作や床からの立ち上がり動作を安定して行うこ

とができるよう反復練習や体操の時間を設け、利用者と一緒に行う。 

（２月目）利用者が、浴室の床と浴槽をそれぞれ隔週で、かつトイレの床及び便器を週に１

回行うことを目標にする。訪問介護員等は、見守りを主体とした対応を行いつつ、利用者

が一人で困難な部分について支援を行う。併せて、前月に引き続き、掃除の動作に必要な

体操を利用者と一緒に行う。 

（３月目）利用者が、週に１回、浴室の床及び浴槽、トイレの床及び便器の掃除を行うこと

を目標とする。訪問介護員等は、見守りを主体とした対応を行う。併せて、当初から実施

している体操を引き続き利用者と一緒に行う。さらに、４月目以降から、見守りを必要と

せずに安全に行うことを想定して、注意が必要な点や工夫等についてわかりやすく記載し

たものを壁に掲示する等の準備を行う。（例えば、手が届きにくくバランスを崩しやすい

箇所やその際の動作上の注意点等） 

なお、利用者の動作の安定に伴い、見守りの度合いは低減するため、他の援助内容を並行

して行うことも可能である。（例えば、２月目以降は、利用者が掃除を行っている間に、訪

問介護員は動作の見守りと並行して調理等を行う等。） 

また、利用者の状況に応じて簡単な動作から複雑な動作へと適切な段階づけを行い、それ

ぞれの動作を安全に行うために必要な体操等を行うことにより、利用者が確実に動作を行う

ことができるよう支援すること。（例えば、浴槽の縁をまたぐ動作を安全に行うために、片

足立ちバランスや姿勢保持に必要な筋力強化の体操を取り入れる等。） 

また、期間を通じて、利用者が達成感を得られるよう、訪問介護員等と共に記録する日誌

の作成や本人が毎日行う体操メニューを理学療法士等と共同して用意し、本人との会話や日

誌を通じて把握するとともに、利用者の変化をフィードバックしながら、定着に向けて利用

者の意欲が高まるようはたらきかけること。 

⑥ 本加算は②の評価に基づき、①の介護予防訪問介護計画に基づき提供された初回の指定訪

問介護の提供日が属する月以降３月を限度として算定されるものであり、３月を超えて本加

算を算定しようとする場合は、再度の評価に基づき介護予防訪問介護計画を見直す必要があ

ること。なお、当該３月の間に利用者に対する指定介護予防訪問リハビリテーションの提供

が終了した場合であっても、３月間は本加算の算定が可能であること。 

⑦ 本加算を算定する期間中は、各月における目標の達成度合いにつき、利用者及び介護予防

○ 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 18 年３月 17 日老計発第 0317001 号、老振発

第 0317001 号、老老発第 0317001 号厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長通知） 
傍線の部分は改正部分 
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２ 介護予防訪問入浴介護費 

(１)～(３) （略） 

(４) 指定介護予防訪問入浴介護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは

指定介護予防訪問入浴介護事業所と同一の建物等に居住する利用者に対する取扱い 

訪問介護と同様であるので老企第 36 号２の(12)を参照されたい。 

(５) 注６の取扱い 

① 実利用者数は前年度（３月を除く。）の１月当たりの平均実利用者数をいうものとする。 

② 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含

む。）については、直近の３月における１月当たりの平均実利用者数を用いるものとする。

したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、４月目以降届出が可

能となるものであること。平均実利用者数については、毎月ごとに記録するものとし、所

定の人数を上回った場合については、直ちに第１の５の届出を提出しなければならない。 

③ 当該加算を算定する事業所は、その旨について利用者に事前に説明を行い、同意を得て

サービスを行う必要があること。 

(６) 注７の取扱い 

注６の加算を算定する利用者については指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運

営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

（平成 18年厚生労働省令第 35 号。以下「指定介護予防サービス基準」という。）第 50条第３

項第１号に規定する交通費の支払いを受けることはできないこととする。 

(７) サービス提供体制強化加算の取扱い 

①～⑤ （略） 

⑥ 同一の事業所において指定訪問入浴介護を一体的に行っている場合においては、本加算の

計算も一体的に行うこととする。 

(８) 介護職員処遇改善加算の取扱い 

介護職員処遇改善加算の内容については、別途通知（「介護職員処遇改善加算に関する基本

的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」）を参照すること。 

訪問リハビリテーションの理学療法士等に報告し、必要に応じて利用者の意向を確認し、当

該理学療法士等から必要な助言を得た上で、利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの改善状況及び③

のイの達成目標を踏まえた適切な対応を行うこと。 

(８) 介護職員処遇改善加算について 

介護職員処遇改善加算の内容については、別途通知（「介護職員処遇改善加算に関する基本

的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」）を参照すること。 

(９) その他の取扱い 

前記以外の基本的な取扱いについては、訪問介護の取扱方針に従うこととする。 

なお、通院等乗降介助については、算定されない。 

３ 介護予防訪問入浴介護費 

(１)～(３)  （略） 

(４) 指定介護予防訪問入浴介護事業所と同一の建物に居住する利用者に対する取扱い 

 

２の(４)を参照のこと。 

(５) 注６の取扱い 

２の(５)を参照のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

(６) 注７の取扱い 

２の(６)を参照のこと。 

 

 

 

(７) サービス提供体制強化加算の取扱い 

①～⑤ （略） 

⑥ 同一の事業所において介護予防訪問入浴介護を一体的に行っている場合においては、本加

算の計算も一体的に行うこととする。 

(８) 介護職員処遇改善加算の取扱い 

２(８)を参照のこと。 

 

○ 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 18 年３月 17 日老計発第 0317001 号、老振発

第 0317001 号、老老発第 0317001 号厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長通知） 
傍線の部分は改正部分 


